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Ⅰ．序 論

最近、国際裁判又は国際裁判所の多元化や

拡散ということが指摘されている。確かに、

国際法の解釈及び適用を行う裁判所が増えれ

ば、国際法についての統一的な解釈及び適用

を確保するとの観点からは不都合もあるかも

しれない。しかし、各条約はそれぞれの目的

をもっており、その目的に適していると思わ

れる紛争解決手続を用意している。そして、

それらの紛争解決手続を活用する国家の側も、

自らの法的権利が害されたと判断される場合

には、それぞれの紛争解決手続の特性を認識

しつつ、受けた侵害の回復に最も適している

と判断される手続や方法で自らの権利を主張

する。これまでに設立された諸裁判所は、そ

れぞれ個性を持っており、それらの裁判所を

利用する側から見れば、活用できる紛争解決

手続の選択肢が増えているということでもあ

る。

複数の紛争解決手続の利用が可能である場

合、どの手続を選択するかということは、各

紛争解決手続が有する特性による。ある紛争

を特定の紛争解決手続に付託する場合には、

その結果は、どのような内容となり得るか、

自国と相手国に対して拘束力を有するのか、

結論を得るにはどのくらいの時間がかかるの

か、その手続は問題となっている紛争を一通

りカバーするだけの管轄権を有するのか、当

該手続を活用した場合に政治的な面も含めて

紛争の根本的な解決が図られるのか等、様々

な要素が勘案されなければならない。そして
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各紛争解決手続がどのような特性を持ってい

るのかということである。

本稿は、既に多くの検討がなされている国

際裁判又は国際裁判所の多元化や多様化の問

題そのものを扱うものではない。国際裁判又

は国際裁判所の多元化や多様化と評されてい

る事象を構成している要素の一つと思われる

国連海洋法条約（UNCLOS）第２９２条（以下、

特に断りのない限り、条文番号は UNCLOS

のもの）の下で国際海洋法裁判所（ITLOS）

が出す船舶及び乗組員の早期釈放事案の判決

の特徴について検討を行うものである。以下、

まずⅡ．で早期釈放制度の概要を簡潔に述べ

た上で、Ⅲ．でその特徴を洗い出し、Ⅳ．で

早期釈放制度の特徴を踏まえればその手続の

活用に当たってどのようなことに留意すべき

か述べてみたい。

なお、第２９２条の下での合理的な保証金そ

の他の保証の額を算定する基準は、一連の早

期釈放事案を通じてほぼ確立されているが、

本稿は手続面についての一考察であり、保証

金等の額の算定基準については扱わない。ま

た、船舶の国籍の問題についても、手続面を

考える上で必要な範囲の記述に止める。

筆者は日本国政府の公務員であるが、本稿

に記された見解はすべて筆者個人のものであ

り、政府の見解ではないことを予め付言して

おく。また、本稿は、「第８８豊進丸」と「第

５５富丸」の ITLOS提訴の前に脱稿したもの

である。

Ⅱ．船舶及び乗組員の早期釈放の制度の概要

第２９２条１は、「締約国の当局が他の締約国

を旗国とする船舶を抑留した場合において、

合理的な保証金の支払又は合理的な他の金銭

上の保証の提供の後に船舶及びその乗組員を

速やかに釈放するというこの条約の規定を抑

留した国が遵守しなかったと主張されている

ときは、釈放の問題については、紛争当事者

が合意する裁判所に付託することができる。

抑留の時から１０日以内に紛争当事者が合意し

ない場合には、釈放の問題については、紛争

当事者が別段の合意をしない限り、抑留した

国が第２８７条の規定によって受け入れている

裁判所又は国際海洋法裁判所に付託すること

ができる。」と規定する。

１０日というのは合意に達するには短い時間

である。これまで、抑留の時から１０日以内に

紛争当事者が釈放の問題について付託すべき

裁判所について合意した例はない。また、第

２８７条は、紛争を付託すべき裁判所の選択を

各国が宣言することができるとする規定であ

るが、これまでのところ、この宣言を行った

国家の数は多くない１。したがって、第２９２条

１の規定は、実際問題としては、船舶と乗組

員の早期釈放の問題は ITLOSに付託するこ

とができるということを意味することになり、

事実、これまでのところ早期釈放事案が IT-

LOS以外の裁判所に付託されたことはない。

そして一度早期釈放事案が ITLOSに付託さ

れれば、１５日以内に口頭弁論の日時が設定さ

れ、口頭弁論から１４日以内に判決が言い渡さ

れる２。
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ITLOSは、サイガ号（№１）事件３、カム

コ号事件、モンテ・コンフルコ号事件、ヴォ

ルガ号事件及びジュノ・トレーダー号事件の

５件の早期釈放事案についての本案判決を出

している。このほかに、チャイジリ・リー

ファー２号事件では、訴訟が提起されたが口

頭弁論前に訴えが取り下げられている。また、

グランド・プリンス号事件４では、拿捕され

た船舶の船籍の問題から、ITLOSは管轄権

を否定している。

第２９２条は、船舶及び乗組員を速やかに釈

放するという規定を抑留国が遵守しなかった

と主張されるときに、釈放の問題がどのよう

に扱われるかという問題についての手続的な

規定である。これに対応する実体的な規定と

しては、第７３条２、第２２０条６及び７、第２２６

条１（c）があるが５、ITLOSで本案判決が出

された上記５件の早期釈放事案は、いずれも

第７３条２が問題となった事件である。第７３条

及び第２９２条は、①自らの法令が遵守される

ことを確保するために適切な措置をとるとい

う沿岸国の利益と、②船舶及び乗組員が早期

に釈放されるという旗国の利益との間で公正

なバランスを取る規定であるとされている６。

第２９２条の手続が設けられた理由としては、

第三次国連海洋法会議で複数の代表団が、早

期釈放についての実体的な規定が設けられる

だけでは十分ではなく、手続的な保証が必要

であると考えたためとされている７。

Ⅲ．早期釈放事案の特徴

国家が他の国を相手に紛争を国際裁判に付

託する場合の主張には様々なものがあり、こ

れに対する裁判所の判決の出し方も様々であ

る。ここでそれらを分類して類型化すること

はしないが、典型的な形の一つとしては、相

手国が国際法上の特定の実体的な義務を遵守

しなかったとの主張がなされ、違法行為の責

任の解除として原状回復等が求められるのに

対して、判決が回答を与えるということが考

えられる。これに対し、第２９２条の下での手

続は、被告国が特定の実体的な規定を遵守し

なかったと ITLOS自身が認定するものでは

なく、また違法行為の責任の解除の一環とし

て船舶及び乗組員の釈放を命じているのでも

ない。そこには、現に船舶及び乗組員が拿捕

された状況下で釈放の問題のみを扱い、速や

かに判決を出すための独特の判断がある。以

下、早期釈放事案に関する ITLOSの判決の

特徴を、①判決主文の認定事項にみられる特

徴、②判決が扱う対象範囲に見られる特徴、

③付随的手続（incidental proceedings）との

比較において見えてくる特徴に分けて検討す

る８。

１．判決主文の認定事項の特徴

ITLOSは、第７３条２の違反があったかど

うか、そしてその結果として国家責任が生じ

ているのかどうかということを判決主文９で

認定していない。ITLOSは、原告１０の主張が

十分に根拠のある（well-founded）ものかど

うかを検討し、十分に根拠のある場合には、
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ITLOSが認定するところの保釈金等の提供

の下で船舶又は船員の釈放を命じているので

ある。このこと自体は、ITLOS規則第１１３条１１

に従った運用がなされているといえる。しか

し、なぜ被告国が船舶及び乗組員を早期に釈

放しなければならないかという点について、

判例は若干の変遷を経ている。

サイガ号（№１）事件判決の主文では、IT-

LOSが管轄権を有し、また付託が受理可能

であることを認定した上で、被告ギニアはサ

イガ号とその乗組員を早期に釈放しなければ

ならないとされ、そのための保釈金の額が認

定された１２。カムコ号事件判決主文でも、IT-

LOSが管轄権を有し、釈放についての付託

が受理可能であるとされているが、その後に、

被告フランスは合理的な保証の支払いの後に

カムコ号と船長を釈放しなければならないと

されている１３。これらの判決主文では、なぜ

被告がかかる義務を負うのかということは触

れられていない。カムコ号事件でメンザ判事

は、被告フランスが第７３条２の規定を遵守し

なかったという原告パナマの主張は十分に根

拠のあるものであったと書くべきであったと

の意見を付している１４。

これに対し、モンテ・コンフルコ号事件の

判決主文では、管轄権と受理可能性を肯定し

た上で、原告による主張は十分に根拠のある

ことが認定され、その上で、被告であるフラ

ンスは保証の提供の後にモンテ・コンフルコ

号及び船長を早期に釈放しなければならない

とされた１５。

さらに、ヴォルガ号事件の判決主文では、

管轄権と受理可能性の認定の後に、「被告が、

船舶又はその乗組員は合理的な保証金又は他

の保証の提供の後に速やかに釈放されるとい

う（国連海洋法）条約の規定を遵守しなかっ

たという原告の主張」は十分に根拠があると

認定されており１６、原告の主張内容も明示さ

れ、その上で被告オーストラリアは保証金等

の提供の後に船舶を早期に釈放しなければな

らないとされた。

最後に、ジュノ・トレーダー号事件の判決

主文では、管轄権と受理可能性の認定の後に、

被告が、船舶又はその乗組員は合理的な保証

金又は他の保証の支払いの後に速やかに釈放

されるという「（国連海洋法）条約第７３条２

の規定を遵守しなかったという原告の主張」

は十分に根拠があると認定されており１７、遵

守されなかったと主張された UNCLOSの条

文が明示され、その上で、被告ギニア・ビサ

ウは保証金等の提供の後に積荷を含む船舶を

早期に釈放しなければならないと判示された。

以上のように判決主文だけ取り出して検討

することは十分ではないかもしれない。特に、

最後のジュノ・トレーダー号事件では、判決

の本文では、被告が第７３条２を遵守しなかっ

たと判断されている１８。今後、第２９２条の下

での手続でも判決主文で被告が特定の UN-

CLOSの条文に反したと認定される可能性も

あろう。しかし、これまでのところ、各事件

の判決主文からは、「被告が第７３条２の規定

を遵守しなかった」という原告の主張が十分

に根拠があるかどうかが認定されているので

あり、ITLOS自身により被告が第７３条２の
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規定を遵守しなかったと認定されているので

はないことが読み取れる。

但し、これは原告が裁判所に求めているこ

とと同じではない。上記のいずれの事件でも

原告が請求したことは、被告が国連海洋法条

約の規定を遵守しなかったことを認定又は宣

言することであり、かかる原告の主張が十分

に根拠のあることを認定することではない。

第２９２条の下での手続には時間的な制約が

あり、速やかに判決を出すことが ITLOSに

は求められており、ITLOS自身が被告国の

行為の違法性を確定的に認定するには十分な

資料がなかったり、情報を精査する時間が限

られている場合もあろう。早期釈放事案の判

決の判断基準にも関係する問題であろうが、

このような制約のために、ITLOSは自らが

被告の行為の違法性を認定するのではなく、

原告による主張が十分に根拠のあるものであ

るか否かを認定していると思われる１９。

２．判決が扱う対象範囲の特徴

第２９２条３は、裁判所は釈放の問題のみを

取り扱うと規定する。そして、これまでの５

件の早期釈放事案の本案判決を見る限り、基

本的には判例は釈放の問題のみを対象として

扱っている。例えば、カムコ号事件では、原

告から、沿岸国が科する罰には拘禁を含めて

はならず、また、その他のいかなる形態の身

体刑も含めてはならないとする第７３条３の規

定の違反と、沿岸国は外国船舶を拿捕し又は

抑留した場合には旗国に速やかに通報すると

の第７３条４の規定の違反についての主張がな

されたが、判決はこれらの主張は第２９２条の

下での手続では受理可能ではないとした２０。

モンテ・コンフルコ号事件でも同様の判断が

下された２１。

また、ヴォルガ号事件では、既に被告オー

ストラリアを出国した３名の乗組員について

の保証金を設定することは実際的な目的がな

いとされ２２、VMSを装備することや船主に

ついての情報を提供すること、さらには国内

判決が確定するまで違法行為を行わないため

の保証金（good behaviour bond）を設定する

ことの可否は第７３条２及び第２９２条の下で扱

われる問題ではないと判断されている２３。

さらに、ジュノ・トレーダー号事件では、

拿捕に当たって銃撃も行われたが、判決は、

拿捕に至った状況に関連する事項は第２９２条

の下での手続では関係がないとした２４。

これらを前提とすれば、ITLOSは釈放の

問題のみを取り扱い、抑留の前段階として生

じた拿捕が合法的であったか否か等の問題に

ついては判断を下すことなく、釈放されなけ

ればならないと主張される船舶及び乗組員が

存在するという事実のみをもって第２９２条の

下の判断をなし得ると考えることも可能かも

しれない２５。

しかし、何をもって保証金が合理的である

かということを判断するに当たって、一定の

事実や状況について判断することは必要と

なってくる２６。また、旗国が時宜を得て効果

的に第７３条２及び第２９２条を発動するために

は旗国に対する通報がなされている必要があ

り、第７３条が全体として解釈されなければな
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らないという面で第７３条２と同４が関係する

場合もあろう２７。さらに、第２９２条の下での

手続は判決を出すためのものであり、判決を

出すために管轄権の有無を職権（proprio

motu）により審査することはできる２８。した

がって、第２９２条の下での手続を進めるに当

たって関連する事項はある程度、裁判所によ

り判断される場合もあると思われる。問題は、

どこまで裁判所が実体的な判断に踏み込むこ

とができるかであろう。以下、限定的な事例

であり、また必ずしも判決主文に結びついた

記述ではない面もあるが、判決が船舶や抑留

国の行為の合法性に立ち入って検討している

と思われる箇所を見てみる。

� 追跡権

追跡権の行使の合法性について判断するか

否かについてはサイガ号（№１）事件とヴォ

ルガ号事件がやや対照的な判断を示している

ように思われる。

サイガ号（№１）事件では、判決は、拿捕

は追跡権の行使であったとする被告ギニアの

主張に対し、傍論ではあるが、追跡権及びそ

の後の拿捕の要件が存在したとの主張は維持

できないとする２９。これは、仮に当初の拿捕

が追跡権の合法的な行使に基づいて行われて

いたか否かに関わらず、訴訟時に船舶が抑留

されていることをもって早期釈放の義務が生

じるならば不要となり得る記述であるが、判

決は接続水域からの追跡の開始時等の実体的

な面に立ち入った言及をしている３０。

これに対して、ヴォルガ号事件では、判決

は、追跡権の行使が合法的であったか否かの

問題に答えないとの選択をした。同事件では、

乗船に先立って停船命令等が出されていたか

どうかについては原告と被告の見解に相違が

あったが、精査した結果、ヴォルガ号に対し

て最初の通信が行われたのは自国の排他的経

済水域（EEZ）の数百メートル外であったこ

とを被告オーストラリアも認めたとされた３１。

しかし、判決は、ヴォルガ号の拘束にかかる

状況は、第２９２条の下での早期釈放に関する

審理には関係ないとした３２。アンダーソン判

事は、この点を敷衍し、裁判所はすべての事

実を承知しておらず、また第２９２条の下での

課題は拿捕ではなく釈放の問題を扱うもので

あること、さらには国内裁判での本案に影響

を及ぼさないことを指摘する３３。

早期釈放義務の認定と合理的な保証金等の

額の算定は、例えば沿岸国の追跡権の行使が

合法的であったか否かという問題に立ち入ら

なくても判断できる。他方で、第７３条は公海

上で「沿岸国」が外国船舶を拿捕する権限を

認めた条文ではない。ヴォルガ号がオースト

ラリアの EEZで違法操業を行った上で公海

に出たことが強く推定される状況であったと

はいえ、拿捕が合法的かどうかについては判

断が回避され、同国の EEZにおいて適用が

ある国内法における最高罰金額等を根拠に早

期釈放義務と合理的な保証金等の額が判断さ

れていることは興味深い。
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� 第２９２条のいわゆる限定的解釈と非限定

的解釈

サイガ号（№１）事件では、原告セントヴィ

ンセントから、第２９２条の下での審理は、第

７３条、第２２０条及び第２２６条のように早期釈放

の義務が規定されている場合に限らず、第５６

条２違反のような場合にも行い得るとの主張

がなされた（いわゆる第２９２条の非限定的解

釈）３４。早期釈放についての審理が、抑留が

許容されている場合については行い得て、抑

留が許容されていない場合には行い得ないと

するのは奇異であるとの主張である。これに

対し、判決は、漁船への給油が通関であるの

か、あるいは被告の行為が第７３条の下で EEZ

において沿岸国に許容された管轄権の行使で

あるのかの判断につき、国際法違反を含意す

る法的分類と、そのような含意を回避する法

的分類とでは、後者を選択しなければならな

いとし３５、これがギニアの行為を第７３条の下

での沿岸国の行為であると位置づける論拠の

一つとされている。但し、この判断には、給

油を漁業活動と一体化させる国内法は第７３条

の下での沿岸国の権利と管轄権の行使として

有効であり国際法違反ではないとの主張を

伴っているとの指摘もある３６。その上で、判

決は、セントヴィンセントの主張が第７３条に

基づくものであることが十分に根拠があるた

めに、第２９２条の非限定的解釈を採用するか

どうかの判断は必要ないとする３７。

確かに、そもそも EEZで沿岸国に許容さ

れた管轄権の行使を逸脱した形で拿捕・抑留

が行われたにも関わらず、第２９２条の下での

審理が行い得るとの判断は下しにくい。また、

第２９２条の起草経緯からも限定的解釈を取ら

ざるを得ないとされている３８。その上で、限

定的解釈を突き詰めると、第２９２条の下での

審理は EEZにおいて沿岸国が早期釈放の義

務と共に拿捕する権限を有する場合に限り行

われ得るものであり、したがって、条約上、

EEZにおいて沿岸国に認められた管轄権の

行使とはみなされない場合には、第２９２条の

下での審理は行われないこととなる。その場

合には、沿岸国の行為が第７３条、第２２０条、

第２２６条のいずれにより正当化され得るもの

であるかという判断が第２９２条の下での審理

を行う際に必要となってくる。そしてそのよ

うな判断は、単に釈放されるべき船舶及び乗

組員が存在するという事実のみをもってなし

得るのではなく、沿岸国がいかなる状態でい

かなる理由をもって拿捕を行ったかという点

についての法的な判断が、「釈放の問題のみ

を取り扱う」ために必要となってくるように

思われる。

サイガ号（№１）事件判決は、非限定的解

釈を採用するか限定的解釈を採用するかとい

うことの結論を出さないという選択をしてお

り、限定的解釈を採用していない。しかし、

第２９２条の下での審理が沿岸国の拿捕につい

ての合法性の判断を伴うか否かという観点か

らは、結果として限定的解釈を採用した場合

と同様、判決は被告ギニアによる拿捕につい

ての法的な判断を行い、それが第７３条の下で

の行為であるとの前提で判決を出している。

国際海洋法裁判所の船舶及び乗組員の早期釈放事案 －どのような紛争をどの場で解決するかという観点から－ ３７



� 以上のように、場合によっては、第２９２

条の下での手続で早期釈放以外の事項が判決

を出すに当たって付随的に扱われると見られ

る。これらはあくまでも原則に対する例外的

な場合であると考えられ、基本的には、ITLOS

は、第２９２条の下では釈放の問題のみを扱い、

また付随的に他の事項に触れる際にも早期釈

放義務に関連して扱われている。しかし、本

来、純粋に早期釈放の問題ではない条約上の

義務も、早期釈放に関連する場合には、その

限りにおいて判断され得ることに留意する必

要がある。特に、第７３条２の早期釈放義務が

人道面及びデュー・プロセスという基礎的な

考慮を含むとされる場合３９、その違反につい

ての主張が十分に根拠のあるものかどうかを

判断するために関連する事項がある程度の広

がりを持つこともあり得よう。

３．付随的手続との比較から見える特徴

本稿は付随的手続が何かという問題を扱う

ものではない。しかし、付随的手続との比較

で第２９２条の下での手続の特徴が見えてくる

面もあると思われる。以下、そのような特徴

について検討する。

� 評価基準の変遷

一般論として、国際裁判の判決において用

いられるべき評価基準（standard of apprecia-

tion）や証明責任の帰属についての原則は一

義的ではない面がある。一方で、第２９２条の

下での審理は、暫定措置ではなく、判決によ

り確定的な国家の義務を認定する手続であり、

その見直しが当然に予定されているわけでは

ない。その面からはある程度厳格な評価基準

が用いられるべきとの議論は首肯できる。他

方で、第２９２条の下での手続には緊急性が要

求され、現実問題として数年かけて出される

判決と同じレベルで当事国の主張や証拠等を

精査し得る状況ではない。この面からは、あ

る程度、緩い評価基準で差し支えないとの議

論４０もあり得よう。ITLOSの判決には、第２９２

条の下での審理で用いられるべき評価基準に

ついて、若干の変遷が見られる。

サイガ号（№１）事件では、当事者の主張

が「立論できる」（arguable）か「十分にもっ

ともらしい性質を持つもの」（of a sufficiently

plausible character）であるかどうかが評価基

準として採用されている。そしてそのような

基準を採用することは、第２９２条の下では原

告による主張を評価しなければならないので

あるから特に適切であるとされている４１。こ

れに対し、ウォルフルム次長と山本判事の共

同反対意見は、早期釈放事案は付随的手続で

も予備手続でもなく判決を出す確定手続であ

ることを強調した上で、当事者の主張が立論

できるか十分にもっともらしい性質を持つも

のであるかという評価基準は、早期釈放事案

を暫定措置に似たものとし、それは第２９２条

の目的及び ITLOS規則第１１３条１と相容れな

いと批判する４２。また、アンダーソン判事は、

第２９２条の下での審理は後に他の裁判所によ

り本案の検討がなされる審理の第一段階では

なく、また先決的又は付随的な手続でもなく、

判決であり、原告の主張が十分に根拠のある
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ものであるか否かにより判断されなければな

らないとする４３。朴判事他の共同反対意見４４

とメンザ所長の反対意見４５も同種の批判をす

る。

このような議論を経て、その後の判決では、

評価基準として「十分にもっともらしい性格

を持つもの」であるかどうかについては触れ

られず、原告の主張が「十分に根拠のある」

ものであるかどうかにより判断がなされてい

る。まず、カムコ号事件では、原告の主張が

「十分に根拠のある」と判断される場合には

船舶及び乗組員を釈放することを命じると

し４６、検討の結果、原告の主張は「十分に根

拠のある」ものとの判断が下された４７。メン

ザ判事は、第２９２条に「十分に根拠のある」

という文言は使われていないものの、裁判所

は UNCLOSの規定に「肉付け（flesh out）」

することができると指摘する４８。

モンテ・コンフルコ号事件でも、判決は、

裁判所には原告の主張が「十分に根拠のあ

る」ものであるか否かについての決定が求め

られているとし４９、検討の結果、原告による

主張は「十分に根拠のある」ものとの結論に

達している５０。ヴォルガ号でも第７３条２に従

わなかったとの主張は「十分に根拠のある」

ものとの判断が下され５１、ジュノ・トレーダ

号事件でも、基本的に踏襲されている５２。

「十分に根拠のある」ものか否かという評

価基準が果たして何を意味するのかという点

については議論があり得よう。UNCLOSで

は「十分に根拠のある」という言葉は、一見

したところ（prima facie）という言葉ととも

に先決的抗弁について規定する第２９４条と

ITLOS規則第９６条で用いられている。この

点からは、「十分に根拠のある」という言葉

は付随的手続にも用いられ得る言葉とも理解

できる。

他方で、UNCLOS付属書Ⅵの ITLOS規程

第２８条では、一方の当事国が裁判を欠席した

場合につき、裁判所は他方の当事国の主張が

事実と法の面で「十分に根拠のある」もので

あることを確認するとされている。ウォルフ

ルム次長は、サイガ号（№２）事件判決に付

した意見で、規程第２８条は裁判所が一般的に

適用しなければならない評価基準を示唆して

おり、「十分に根拠のある」という基準は高

い説得力が要求され、国内法で適用される

「proof beyond reasonable doubt」の基準と

同種であるとする５３。

評価基準としてどのような名称が使われ、

同様の文言が他の条文でどのように使用され

ているかということよりも、実際に判決がど

のように当事国の主張や証拠等を評価してい

るかということの方がおそらく重要であり、

今後の早期釈放事案で当事者の主張がどのよ

うに扱われるか、注目する必要がある。しか

し、これまでのところ、ITLOSは、「十分に

根拠のある」という基準を用いることにより、

当初の「立論できる」か「十分にもっともら

しい性質を持つもの」という基準よりは厳格

な基準をもって早期釈放事案の判断を行う意

図があると思われる。
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� 他の国際裁判との関係

ITLOSが早期釈放事案で出しているの

は判決であり、暫定措置ではない。早期釈放

事案が ITLOSで扱われた後に国内裁判所で

も扱われ、違法操業の罰金等が国内的な手続

の下で決定されることがあっても５４、国際裁

判としては第２９２条の下で完結した審理が行

われる。

本来、法的な拘束力を有する終局的な判決

を下すための純粋に独立した審理であれば、

同じ事件が同じ主題を争点として再び国際裁

判で争われるべきではないとも考えられる。

ここで国際裁判の定義を行うことはしないが、

司法的解決には法的拘束力を有する判決のた

めに常設の裁判所に紛争を付託することを伴

う５５との説明がなされるように、通常、国際

裁判に紛争を付託する場合には、紛争当事国

を法的に拘束する終局的な判決を得ることが

念頭に置かれていると思われる。また、国際

裁判所の多様化を議論する論者によっては、

国際裁判所の多様化現象により生じる管轄権

競合の調整をする原則として、Res Judicate

（既判力、覇束力）原則、Litispendence（二

重訴訟禁止）原則及び Electa una via（単一

手段選択）原則を挙げ、それぞれの原則は、

同一の紛争であるとの前提に立ったものであ

ることを指摘するものもある５６。

第２９２条の下での手続で一度判断された事

項が、早期釈放の問題も含めた形でその後に

第２８７条に列記された国際裁判所に付託され

ることは排除されているのであろうか。ある

いは、第２９２条の下での手続と第２８７条に列記

された国際裁判所での手続とは別個の紛争を

扱っているのであり、逆に言えば第２８７条の

国際裁判所での審理では、一度第２９２条の下

で判断された紛争はその限りにおいて排除さ

れているのであろうか。仮にこれらが排除さ

れていないのであれば、第２９２条の下での手

続の国際裁判としての性格をどのように考え

ればよいのであろうか。

サイガ号（№１）事件判決は、他の国際裁

判との関係では、第２９２条の下での審理は独

立したものであることを指摘した上で、サイ

ガ号の拿捕に至った状況が ITLOSや他の裁

判所の下で本案の審理に付されることはあり

得るとし、本案において完全な検討がなされ

る場合には、別の結論に至る可能性を認めて

いる５７。

サイガ号（№２）事件では、サイガ号（№

１）事件とは別個の事件として審理が行われ

ているが、セントヴィンセントから、ギニア

がサイガ号を保証金の提供の後に速やかに釈

放しなかったとして、ギニアの第２９２条４及

び第２９６条違反が主張されており５８、両判決

は全く断絶しているわけではない。サイガ号

（№２）事件判決は、サイガ号（№１）事件

の判決を受けた保証金の支払いからサイガ号

が釈放されるのに８０日を要したことを早期釈

放とはいえないとしつつも、その原因のすべ

てをギニアの責任にすることはできないとし

て、ギニアはサイガ号（№１）事件判決に従

わなかったとは認定していない５９。興味深い

のは、判決は、一応、実体的な判断に立ち入っ

ていることである。論理的には、仮に８０日間

国 際 協 力 論 集 第１５巻 第１号４０



の時間を要した責任をすべてギニアに帰すこ

とができるのであれば、早期釈放に関する判

決の不履行の認定がなされることになるとも

読める。過度に一般化することは危険である

が、サイガ号事件の二つの判決の議論を追う

限り、早期釈放の義務自体はともかくとして、

第２９２条の判決の不履行の問題は、早期釈放

以外についての第２８７条に挙げられた裁判所

の審理で扱われる可能性は否定されていない

と思われる。

同時に、サイガ号（№１）事件判決とサイ

ガ号（№２）事件判決との間で断絶もある。

最も顕著なのは、判断の前提をなす被告ギニ

アの行為の法的な評価に関する部分であり、

サイガ号（№１）事件判決は、抑留国の行為

が違法となる法的分類とそうではない分類と

では後者を選択しなければならないとした６０

上で、ギニアの行為は第７３条の枠組みの中に

あるとされているが、サイガ号（№２）事件

判決では、ギニアの主張は公益のために EEZ

で関税法を適用するというものであり、それ

は第５６条及び第５８条の下での EEZでの沿岸

国の権利と相容れないと判断されている６１。

サイガ号（№２）事件判決は EEZでの給油

活動について一般的な法的評価を下したもの

ではないが６２、ギニアの行為が生物資源に関

する沿岸国の法令の執行であったか否かにつ

いては、二つの判決は異なる前提の上で判断

を下しているといえる６３。

また、サイガ号（№１）事件判決を受けて

セントヴィンセントが供与した保証の問題に

ついて、サイガ号（№２）事件判決は、サイ

ガ号（№１）事件判決は現在の事件（サイガ

号（№２）事件）の問題ではないとしつつも、

サイガ号から積み下ろされた油ガスについて

は賠償の認定を行ったことに触れ、セント

ヴィンセントの供与した銀行保証（bank

guarantee）はもはや効力がないものとして扱

われ、関連の文書はセントヴィンセントに返

却されなければならないとする６４。このこと

自体はサイガ号（№２）事件判決でのギニア

の行為についての評価を前提とする限り、当

然のことである。しかし、その保証は第２９２

条の下でのサイガ号（№１）事件判決で提供

されるべしと判断されたものであった。二つ

の判決で前提とされたギニアの行為の評価が

異なる以上、その帰結が異なるのは当然であ

るが、第２９２条の下での判決で国家が履行す

べきとされた義務の内容が、実質的に第２８７

条の下での合意付託の裁判の判決により塗り

替えられるという結果が生じているとも受け

止められる６５。

このように見ていくと、サイガ号（№１）

事件判決が、本案において完全な検討がなさ

れる場合には別の結論に至る可能性を認めて

いることは、第２９２条の下での手続の既判力

を考える上で一つの重要な視点を提供してい

るように思われる。もちろん、国際裁判にお

いて再審ということはあり得る。ITLOS規

則第１２７条は、決定的な要素を持ち、判決が

出された際に裁判所と再審を申請する当事国

が知らなかった事実があり、そのことが過失

によらない場合に、再審を求めることができ

るとする。しかし、単に第２９２条の下での判
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決にも再審があり得るということであれば、

サイガ号（№１）事件判決は、完全な検討が

なされる場合には別の結論に至る可能性があ

るということを敢えて記述する必要はなかっ

たようにも思われる。

なお、論者によっては第２９２条の下での手

続を付随的手続に分類する６６。またサイガ号

（№２）事件によりサイガ号（№１）事件が

付随的手続ではなかったということは難しく

なったとの指摘もある６７。ITLOS規則の準備

委員会（Preparatory Commission）が起草し

た規則案では、第２９２条の下での手続を暫定

措置等とともに付随的手続の下に含めてい

た６８が、これはそのような見方の裏づけにな

り得る。しかし、その後採択された ITLOS

規則は、第２９２条の下での手続を付随的手続

に含めていない。サイガ号（№１）事件判決

も第２９２条の下での手続は暫定措置のような

付随的手続ではなく独立の救済手続であると

する６９。

何が付随的手続であり何が独立の手続の下

での本案判決であるかは多分に付随的手続の

定義にもよるであろう。また緊急手続といっ

たような分類の仕方もあり得よう７０。これら

の分類方法について論ずることは本稿の目的

ではない。主たる問題は、第２９２条の下での

手続が、それを利用する国家にとって、特定

の紛争の終局的な解決をもたらすかというこ

とであり、この点について第２９２条の下での

手続が他の紛争解決手続と異なるかというこ

とである。第２９２条の下での手続は、その後、

完全な検討がなされてその結論が変わるかも

しれない。しかし、この点については、見方

を変えると、複数の紛争解決手続が並存する

ことに起因する問題で、第２９２条の下での手

続に限られた問題ではないのかもしれない。

複数の国際裁判所が異なる管轄権の範囲を有

して異なる適用法規から異なる結果を導き出

し得ることは、既に国際裁判所の多元化や多

様化の文脈で指摘されている。そしてサイガ

号（№１）事件とサイガ号（№２）事件とで

はたまたま ITLOSという同じ裁判所が判決

を出したが、両事件で ITLOSが有していた

管轄権と適用法規は異なっていた。その意味

で、異なる結果が導き出されたのはむしろ当

然であると考えることもできる。

� 国内的救済の要否

通常の国際裁判であれば、外国人の扱いに

起因する義務違反を提訴するためには相手国

の国内的救済を尽くすことが求められる。第

２９５条もこれを確認しており、条文上は早期

釈放事案とその他の UNCLOSに基づく裁判

手続との間で差異は設けられていない。また、

ITLOS規則を起草した準備委員会の規則案

では、第２９５条の要件を第２９２条の下での手続

から除外することを明記する案が検討された

が、支持を得られなかった７１。しかし、第２９２

条の下で付託された事件については、ITLOS

はいずれの事件でも国内的救済の完了を求め

ていない。その論拠はどのようなものであろ

うか。

カムコ号事件判決では、国内的救済の完了

の要件や他の類似の原則を２９２条に読み込む
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ことは論理的ではないとされ、第２９２条の目

的を排するような効果を持つ制約を読み込む

べきではなく、第２９２条は拘束から短期間に

付託することを許容するものであり、通常の

ケースではそのような短期間に国内的救済が

完了することはないとされた７２。

確かに、第２９２条は短期間で結論を得る国

際裁判の手続を規定しているのであり、国内

的救済の完了を要求すれば、実質的に第２９２

条の下での国際裁判の判決が短期間で出され

ることはなくなってしまう可能性は高い。そ

の意味では、そもそも第２９２条が早期釈放事

案を ITLOS等に付託できると規定した時点

で、国内的救済の完了は予定されていないと

の解釈も説得力を持ち得よう。また、抑留国

の国内裁判所が審理を行っている間は旗国が

ITLOSに付託できないとすることは、旗国

に国内裁判所と ITLOSの選択を迫ることに

なり、国内的救済の完全な活用を妨げ得ると

の指摘もある７３。

なお、第２９２条の下の審理ではないが、同

じく国内的救済が不要としたサイガ号

（№２）事件判決の論拠は興味深い。判決は、

セントヴィンセントが主張した権利を①航行

の自由や他の国際的に合法な海洋の利用の権

利、②関税や密輸に関するギニア法の対象に

ならない権利、③不法な追跡の対象とならな

い権利、④１９９７年１２月４日の判決の速やかな

遵守を得る権利、⑤ギニアの国内裁判所に（セ

ントヴィンセントが国家として）列挙されな

い権利であるとし７４、これらは外国人の扱い

に関する義務の違反ではなく、すべてセント

ヴィンセントの権利への直接の侵害であり、

人への損害は国家の権利への侵害から生じた

ものであり、国内的救済は不要であるとす

る７５。

なぜ第２９２条の下での審理は国家の権利へ

の直接の侵害を扱うものであり、外国人の扱

いに起因する義務違反ではないために国内的

救済は不要であるとの論拠がとられていない

のであろうか。第２９２条の下での早期釈放事

件とサイガ号（№２）事件判決とで別個の議

論が用いられていることのみをもって、第２９２

条の下での訴訟は外国人の扱いに関する審理

であることが前提とされているものの国内的

救済が不要とされていると結論付けることは、

不適当であろう。むしろ、早期釈放事案では、

外国人の扱いに関する義務違反であろうがな

かろうが、早期に判決を出すためには国内的

救済を尽くす必要はないということが判示さ

れているに過ぎない。しかし、仮に上記①か

ら⑤が国家の権利への直接の侵害であるとす

るのであれば、合理的な保証金等の支払いの

後に早期釈放を行わないということも条約上

の国家の権利への直接の侵害であると観念す

る余地はあったのかもしれない。

但し、サイガ号（№２）事件判決で実際に

金銭賠償が認められたのは、サイガ号が蒙っ

た損害（修理費、賃貸料や積荷の油ガス）及

び乗組員の損害であり、旗国としてのセント

ヴィンセントが蒙った損害については、ギニ

アの行為が違法でありセントヴィンセントの

権利を侵害したこと等の宣言をもって十分な

賠償であるとされ、船舶の登録の減少や拿捕
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・抑留にかかる行政官のコストについては賠

償が認められなかった７６。このように、判決

が実際に認めた金銭賠償はサイガ号の損害と

乗組員の損害であり、上記①から⑤が国家の

権利への直接の侵害のみであるとすることに

無理があるのかもしれない。

別の事件で付された個別意見であるが、第

２９２条は限定的な目的のための外交的保護を

確立したものであり、旗国は船籍により関連

づけられた私人の請求を主張するものである

との見解もある７７。また、第２９２条の起草経

緯を見ても、当初は船主、運航者、乗組員及

び乗客に早期釈放事案を国際裁判所に提訴す

ることを認める案が検討されており７８、早期

釈放事案で問題と考えられていたのは、むし

ろ私人の請求であると思われる。これらを踏

まえれば、第２９２条の下での手続は国家の権

利への直接の侵害を扱うとすることは困難な

のかもしれない。

なお、サイガ号（№２）事件の本案判決が

出る前の暫定措置命令では、国内的救済の問

題は扱われていないが、レイン判事は、複雑

な要素を含む国内的救済の問題は、迅速性と

手続的に緊急を要する暫定措置段階で扱うの

は適当ではないとする７９。ここでは、一裁判

官の個別意見ではあるが、UNCLOSの暫定

措置を命ずる際に国内的救済が不要とする議

論と、第２９２条の下での審理の際に国内的救

済が不要とする議論とは、緊急性という面で

共通しているように思われる。

４．小 括

第２９２条の下での手続は、事件の付託から

約１ヶ月という極めて短い期間で判決を出す

制度である。その際、これまでの判決は、「被

告が第７３条２の規定を遵守しなかった」とい

う原告の主張が十分に根拠のあるものである

か否かを判断し、十分に根拠がある場合には

保証金等の額８０を設定している。第２９２条の

下での手続は、その対象が限定されており、

基本的には釈放の問題のみを扱う。但し、早

期釈放義務に関連する限りにおいては、純粋

に早期釈放の問題ではない事項も判断される

可能性は残ると思われる。第２９２条の下での

審理は独立のものであるが、早期釈放義務以

外の点も含めて完全な検討がなされる場合に

は、別の結論に至る可能性も排除はされてい

ない。最後に、第２９２条の下での手続は事件

を短期間で国際裁判に付託することを許容す

るものであり、国内的救済は不要であるとさ

れる。これらの特徴は、突き詰めれば、①国

際裁判の本案として判決を出すという要請と、

②事件を短期間で解決するという要請を満た

すために出てきたものであるといえよう。

Ⅳ．第２９２条の下での手続の活用

第２９２条の下での手続は上記のような特徴

を持っているが、それではその手続を活用す

るに当たって、どのようなことが留意される

べきであると考えられるか。

� 訴訟の対象は限られるということ

上記のとおり、第２９２条の下での手続では、
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基本的に釈放の問題のみが扱われる。乗組員

の抑留が実質的には身体刑に相当するという

主張や旗国への通報がなかったという主張、

あるいは拿捕に当たって不当な管轄権の行使

があったとの主張や ITLOSでの審理の途中

に釈放された乗組員の問題は、第２９２条の下

での手続では扱われないであろう。逆に、船

舶及び乗組員の釈放の問題しか紛争が存在し

ない場合には、第２９２条の下での手続は有意

義であろう。

この点からは、紛争が船舶及び乗組員の釈

放の問題にとどまらず、複合的なものであり、

かつ釈放の問題をその他の問題から切り分け

ることが難しい場合には、第２９２条の下での

手続を活用することは不適切な場合もあり得

る。例えば、EEZの境界が未画定の海域で

行われた拿捕の場合など、旗国の側からみれ

ば抑留国がそもそも沿岸国としての権利を行

使したとは認められない場合もあるであろう。

ITLOSは第２９２条の下での手続が第７３条２の

ような早期釈放義務が課されている場合に限

定されるか否かという問題に結論を出してい

ない。第２９２条の限定的解釈の余地が排除さ

れていない以上、旗国が第２９２条の下での手

続を開始した場合、当該旗国は拿捕が行われ

た海域が抑留国の EEZと見なしたと受け取

られる危険性は出てくるであろう。

なお、旗国には第２８７条に列記された裁判

所に事件を付託し、第２９０条に基づいて暫定

措置として船舶及び乗組員の釈放を求めると

いう選択肢もある。しかし、その場合には、

何が第２８７条の裁判所に付託された紛争の主

題であるのかが大きな意味を持ってくる。す

なわち、旗国は、暫定措置を得るために、船

舶及び乗組員の釈放の問題は紛争主題に直接

連結しており、かつ釈放しなければ本案での

旗国の利益が償い得ないような形で侵害され

ることを主張しなければならなくなる。この

ような主張は、基本的に拿捕の合法性の問題

には立ち入らない第２９２条の下での手続にお

ける考え方とは相当異なるものとなり得よう。

また、訴訟の対象が限られているために判

決で早期釈放義務に関係のない事項が捨象さ

れても、個別意見や反対意見でそのような事

柄に関する見解が示される危険性にも留意す

る必要がある。例えば、ヴーカス判事は、モ

ンテ・コンフルコ号事件でケルゲレン諸島は

人の居住ができず無人であり、周囲に EEZ

を設定することは極めて疑問であると表明

し８１、ヴォルガ号事件でもハード島及びマク

ドナルド諸島は EEZを有さないと表明して

いる８２。これに対しては、第２９２条の下での

訴えの検討は釈放の問題に限られるとの批判

が付されている８３。しかし、言うまでもなく、

判決に付される意見は極めて重い。ITLOS

の内部の法的手続に関する決議では、個別意

見又は反対意見は判決と異なる事項に専念す

べきであるとされており８４、その結果、それ

らの意見は部外者に対して ITLOSの審理過

程で議論となった事項が何かということに関

する示唆を与えることが指摘されている８５。

個別意見や反対意見としてコメントが付され

る問題は、判決自体がそれを扱わなくても

ITLOSの審理過程で議論を呼ぶような性質
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の事項であったと見られる可能性を念頭に置

いておく必要がある。

� 訴訟の結論が早く出るということ

第２９２条の下での手続の最大の特徴は判決

が早く出るということである。例えば、モン

テ・コンフルコ号事件では、船舶が２０００年

１１月８日に拿捕され、ITLOSへの付託は同

年１１月２７日に行われている。拿捕からわずか

２週間半程度の期間が過ぎれば、早期釈放義

務を履行していないとの主張が ITLOSにお

いてなされ得ることとなる。そして ITLOS

は事件の付託から約１ヶ月で判決を出す。

船舶及び乗組員の早期釈放について速やか

な判決を得たいと考える国家にとっては、こ

のように迅速な手続は利用価値が極めて高い

であろう。特に特定の船舶及び乗組員の釈放

を得ることが目的であり、抑留国で国内裁判

が始まっている等の事情で外交交渉では釈放

の目処が立たない場合には、第２９２条の下で

の手続が効果を発揮し得る。

その上で、国家は必ずしも国際裁判による

判決を得ることのみが紛争の解決手段とは考

えていない場合もあることに留意する必要が

ある。例えば、ジョホール海峡埋立事件では、

実質的な紛争の解決は外交交渉により得られ、

仲裁裁判所の判決８６は当事国の合意を添付す

る形式をとっている。訴訟を提起した側が当

初から外交交渉による解決を意図しながらも

単に国際裁判への事件の付託を交渉の圧力と

して利用しただけであるのかどうかはともか

くとして、当事国が訴訟を進めながらも外交

交渉による解決の可能性も排除していなかっ

たことは窺える。

第２９２条の下での手続が同様の用途に使わ

れる余地は少ないであろう。第２９２条の下で

の手続は速やかに終了してしまうので、一度

手続を開始してしまえば、当事国が ITLOS

に訴訟手続の延期を要請しない限り８７、外交

交渉が功を奏する前に判決が出てしまう可能

性が高い。それでも一隻の船舶及びその乗組

員の釈放が目的である場合にはそれ以上の問

題は生じない。但し、例えば抑留国の国内法

制度に起因して度重なる長期抑留が行われる

場合には、判決を得た後も外交交渉を行う等

の工夫が必要となってくることはあり得る。

その場合には、被告国が判決結果をどのよう

に受け止めるのか、あるいは例えば今後、当

該被告国が沿岸国として行う漁獲可能量の割

当ての決定等でどのように振る舞うか等につ

いて見極める必要が出てくる。

� 訴訟には船舶や乗組員の所属する民間会

社等が関係すること

上述のとおり、第２９２条の下での手続では

国内的救済は不要であるとされている。しか

し、そのこととは別に、実際問題として早期

釈放事案として問題となるケースは、抑留さ

れている船舶の所属する法人や乗組員の家族

が存在している状況に限られる。そして、第

２９２条の下での手続を開始するか否かという

判断は国家が行うことであるが、関係する私

人の意向を無視して国家が自らの判断のみで

第２９２条の下での手続を開始することは難し
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いであろう。

その際、自らの船舶と雇用者が抑留されて

いる法人はどのように対応するであろうか。

一般化することはできないが、違法操業でこ

れまで利益を上げてきて、違法操業で拿捕さ

れ、今後とも違法操業を行う意思を有してい

る法人８８であれば、旗国又はこれに代わるも

のが沿岸国の政府機関を相手に国際裁判を行

うことに躊躇はないであろう。これに対し、

例えば合法的な許可を得て操業を行っていた

にもかかわらず、若干の漁獲量をめぐって乗

船してきた沿岸国官憲と意見が異なり、その

結果、拿捕・抑留された場合などでは、船舶

及び乗組員が所属する法人が引き続き当該沿

岸国から許可を得て操業したいと考える限り、

その沿岸国政府機関との間で事を構えること

に慎重であるとしても不思議はない。そして

たとえ船舶及び乗組員の釈放が２、３ヶ月遅

くなったとしても、将来引き続き抑留国の

EEZで操業ができるのであれば、いくらか

の不都合を受忍することを選択する場合もあ

り得よう。無論、将来も含めて ITLOSの早

期釈放事案に登場する操業者は常に悪質な違

法操業の確信犯であるということではない。

しかし、やや皮肉な側面であるが、無許可の

違法操業を意図的に行う悪質な操業者の方が、

法を守る意思を有している操業者よりも IT-

LOSに訴えるに当たって失うものは少ない

という面もあろう。

� 訴訟を提起する旗国はジレンマを有し得

ること

早期釈放を主張する旗国の立場も必ずしも

簡単なものではない。実際、これまで７件の

早期釈放事案が提起されたが、そのうち旗国

自身により提起されたのはヴォルガ号事件だ

けであり、それ以外は旗国に代わるものによ

り提起されている８９。旗国が訴訟を弁護士任

せにする場合もあるが９０、そのようなことを

行う旗国は限られているといえよう。

拿捕された船舶は、普通に考えれば何らか

の沿岸国の法令違反を犯した嫌疑があるから

拿捕されたと考えられる。船舶と旗国との関

係が希薄であるにもかかわらず、拿捕された

船舶の早期釈放を国家に代わって提訴するこ

とを自国への船舶登録に伴うサービスの一環

として認めるような場合９１は例外であり、一

般論としては、国家は、自国漁船の違法操業

を助長するような事態は避けたいと考えるで

あろう。また、他国から違法操業を助長して

いるとの誹りを受けることも避けたいであろ

う。それでも第２９２条の下での手続を開始す

る場合には、その国家としては自国船籍の船

舶が沿岸国の法令を犯さないように努力し、

それを対外的に示しつつも、早期に釈放しな

かったという手続面に限って裁判所で争う必

要が出てくる。

旗国は第９４条に基づき、自国船舶に対して

有効に管轄権を行使し規制することが義務づ

けられている。我が国政府が我が国の漁船に

発給する漁業許可証にも、条約に基づく資源

保存管理措置等の遵守や特定の国の入漁許可
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の取得と法令遵守等が盛り込まれている。国

家によっては、例えばグランド・プリンス号

事件での旗国のベリーズのように自国法令に

違反した船舶の登録を取り消すという措置を

とることもある。そのような措置は自国船舶

が沿岸国の法令違反を犯さないための抑止力

にはなるかも知れないという意味で興味深い

が、その一方で旗国としての義務の放棄では

ないかとの指摘９２も首肯できる。旗国として

の義務を全うし、早期釈放という自国船舶及

び乗組員にとって重要な措置を確保しようと

すれば、国家は違法操業の嫌疑をかけられた

ことについて、それが事実であれば自らの管

轄権の行使が不十分であった可能性を認めな

ければならないこととなり、一種のジレンマ

に陥るとの側面があるように思われる。

Ⅴ．結 語

本稿は、紛争解決手続が多様化すること自

体の法的側面を扱うものではない。多様化し

た紛争解決手続の一つの側面として、第２９２

条の下での早期釈放事案がどのような性格を

有するものかを明らかにすることが主眼であ

る。第２９２条の下での手続は、EEZでの沿岸

国の権利と旗国の権利のバランスを手続面か

ら保障する一つの手段であり、それは国際裁

判の本案として判決を出すという要請と、事

件を短期間で解決するという要請を満たすも

のである。そしてそれ故に、その利用にあたっ

ては利点と制約がある。第２９２条の手続を開

始する国家にとっても、また抑留に遭った私

人にとっても、通常の国際違法行為の追及と

は異なる留意点がある。それらは見方によっ

ては紛争解決手続を複雑化させるものと評価

される危険性を孕んでいるかもしれない。し

かし、それを利用する国家や抑留に遭った私

人にとっては、活用できる紛争解決手続の選

択肢を疑いなく増やすものである。

注

１ ２００６年１２月２９日時点の国連のホームページに

よれば、第２８７条の手続の選択をしている国は

実質的には３５カ国である。http : //www.un.org/

Depts/los/settlement_of_disputes/choice_procedure.

htm

２ Rules of the Tribunal（以下、ITLOS規則）第

１１２条３及び４。http : //www.ITLOS.org/start２_en.

htmlなお、以下、ITLOS規則、内部の法的手続

に関する決議、判決、判決に付された意見はす

べて右サイトから入手したものである。

３ サイガ号事件の早期釈放判決の名称には「№

１」とは書かれていない。しかし、以下ではサ

イガ号（№２）事件判決との混乱を避けるため

に同事件の早期釈放判決に敢えて「№１」を括

弧書きで入れる。

４ グランド・プリンス号事件で問題となった船

舶の即時没収の効果については、今後の ITLOS

の判断を待ちたい。ITLOSに早期釈放事案が提

起される前に拿捕した沿岸国の国内手続きで船

舶の没収が行われる場合に、訴えを提起できな

くなるのであれば第２９２条の意味がなくなると

の議論も可能である一方、第７３条１の下で沿岸

国は船舶を没収する権利を有し、第２９２条の抑

留という状況は没収とともに終了するとの議論

も提起され得ると思われる。Bernard H. Oxman

and Vincent P. Bantz, “The ‘Grand Prince’”,

American Journal of International Law, Vol．９６

（２００２），pp．２２３－２２５；Natalie Klein, Dispute

Settlement in the UN Convention on the Law of
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the Sea, Cambridge University Press（２００５），pp．

９８－１００；Yoshifumi Tanaka, “Prompt Release in

the United Nations Convention on the Law of

the Sea : Some Reflections on the ITLOS Juris-

prudence”, Netherlands International Law Review,

Vol．５１（２００４），pp．２５７－２５８．

５ The M/V “Saiga” Case, Judgment, para．５２．

６ The “Monte Confurco” Case, Judgment, para．

７０．

７ Shabtai Rosenne and Louis B. Sohn（eds．），

United Nations Convention on the Law of the

Sea １９８２： A Commentary, Vol.V, Martinus Ni-

jhoff Publishers（１９８９），p．６７．１９７３年には米国

が早期釈放事案の海洋法裁判所への提訴に関す

る提案を行っている。A/AC．１３８／９７，reproduced

in International Legal Materials, Vol.� №５

（September１９７３），p．１２２１の第８条参照。

８ 判例解説であれば、早期釈放事案の付託要件

から検討し、どのような議論を経て判決主文に

至っているかという順番で記述すべきかも知れ

ない。他方、ここでは他の国際裁判と比較して

早期釈放判決に特徴的と思われる箇所のみを取

り出して論ずるため、まず判決主文で何が判断

されているのかということを見てみる。

９ ITLOSは、判決の最後で operative provisions

と題して当事国がとるべき措置等を認定してい

る。

１０ 第２９２条の下での手続は、旗国のみならず、

旗国に代わるものも行うことができる。他方、

そのような場合でも、訴訟が旗国の手を完全に

離れるわけではないこと、また ITLOSの判決は

他の国家間の裁判と同じように原告国と被告国

を判決で示していることから、以下では便宜上、

旗国に代わるものにより開始された手続の場合

でも原告と呼ぶ。

１１ 第２９２条は、裁判所が釈放の問題を取り扱う

と規定しているが、早期釈放の義務を遵守しな

かったとの主張が十分に根拠のあるものか否か

についての判断を行うとは規定していない。そ

の上で、ITLOS規則第１１３条は、ITLOSは原告

による主張が十分に根拠のあるものか否かにつ

いての判断を行うと規定している。

１２ Supra note ５，para．８６．

１３ The “Camouco” Case, Judgment, para．７８．

１４ The “Camouco” Case, Declaration of Judge

Mensah, paras．２－７．

１５ Supra note ６，para．９６．

１６ The “Volga” Case, Judgment, para．９５．

１７ The “Juno Trader” Case, Judgment, para．１０４．

１８ Ibid., para．８０．

１９ 第７３条２違反の主張は早期釈放事案の「本

案」か。すなわち、①早期釈放事案の「本案」

とは、合理的な保証金等の認定及びその後の釈

放の問題であり、第７３条２違反の主張は保証金

等の額の決定のための前提として判断されるに

過ぎず、その意味で先決的な問題なのか、ある

いは②第７３条２違反についての原告の主張も

「本案」の中に含まれるのか。この点について

は、当初のサイガ号事件（№１）とカムコ号事

件は受理可能性の問題として扱っているが、そ

の後のヴォルガ号事件とジュノ・トレーダー号

事件は「本案」として扱っている。

２０ Supra note１３，paras．５９－６０．

２１ Supra note ６，para．６３．

２２ Supra note１６，para．７４．但し、判決主文では、

被告が船舶及び乗組員の早期釈放に関する義務

に従わなかったという主張は十分に根拠のある

ものと判断され、乗組員の早期釈放義務につい

ても言及されている。Ibid., para．９５．

２３ Ibid., paras．７５－８０．

２４ Supra note１７，para．９５．

２５ 但し、以前から、早期釈放の問題は沿岸国の

法執行と不可避的に関連付けられており、沿岸

国が条約上罰金や保証金等を課すことができる

かという実質的な問題を判断せずに釈放を命じ

ることはできないという指摘はある。Shigeru

Oda, “Dispute Settlement Prospects in the Law

of the Sea”, International & Comparative Law
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Quarterly, Vol．４４ Part ４（October１９９５），p．８

６６．逆に、早期釈放に関する裁判所の管轄権は

限定されていることを指摘し、そのためにいわ

ゆる IUU（illegal, unreported and unregulated）

漁業の全般的な問題に裁判所が対処することは

期待できないとの見解もある。Donald R Roth-

well and Tim Stephens, “Illegal Southern Ocean

Fishing and Prompt Release : Balancing Coastal

and Flag State Rights and Interests”, Interna-

tional & Comparative Law Quarterly, Vol．５３

Part１（January２００４），pp．１８５－１８７．

２６ Supra note ６，para．７４．

２７ Supra note１３，para．５９；supra note１７，paras．

７６－７７．

２８ The “Grand Prince” Case, Judgment, para．７７．

２９ Supra note ５，paras．６１－６２．判決は、拿捕

が合法的に行われたかを判断するのではなく、

拿捕に続く抑留が UNCLOSの規定に反してい

たか否かの判断が求められていると述べ、この

部分が傍論であることを認めている。

３０ この点を含め、被告の主張の有効性に立ち入

るべきではないとの見解もある。The M/V

“Saiga” Case, Dissenting Opinion of Judges

Park, Nelson, Chandrasekhara Rao, Vukas and

Ndiaye, paras．１６－２０．

３１ Supra note１６，para．３３．

３２ Ibid., para．８３．

３３ The “Volga” Case, Dissenting Opinion of

Judge Anderson, para．４．

３４ Supra note ５，para．５３．

３５ Ibid., para．７２．

３６ The M/V “Saiga” Case, Dissenting Opinion of

President Mensah, para．２１．また、国家は自らの

主張を決定することが許されるべきであると指

摘するものとして、Vaughan Lowe, “The M/V

Saiga : The First Case in the International Tri-

bunal for the Law of the Sea”, International &

Comparative Law Quarterly, V ol．４８ Part１

（January１９９９），p．１９４．さらに、判決がギニ

アの行為の評価等の「本案」に入り込みすぎた

と批判するものとして、Günther Jaenicke,

“Prompt Release of Vessels-The M/V ‘Saiga’

Case,” Max Planck Yearbook of United Nations

Law, Vol．２（１９９８），pp．３９５－３９６．

３７ Supra note ５，para．７３．

３８ 山本草二「沿岸国裁判権への介入とその限界

－即時釈放の事例をめぐって－」日本海洋協会

編『海洋法条約体制の進展と国内措置 第２

号』（１９９８年３月）１４２頁。

３９ Supra note１７，para．７７．

４０ Edward Arthur Laing, “ITLOS Procedures and

Practices : Bonds”, in Myron H. Nordquist and

John Norton Moore（eds．），Current Marine En-

vironmental Issues and the International Tribunal

for the Law of the Sea, Martinus Nijhoff Pub-

lishers（２００１），pp．１２０－１２１．

４１ Supra note ５，para．５１．

４２ The M/V “Saiga” Case, Dissenting Opinion of

Vice-President Wolfrum and Judge Yamamoto,

paras．５－１０．

４３ The M/V “Saiga” Case, Dissenting Opinion of

Judge Anderson, paras．３－５．

４４ Supra note３０，paras．８－９．

４５ Dissenting Opinion of President Mensah, supra

note３６，para．５．

４６ Supra note１３，para．４９．

４７ Ibid., para．７２．

４８ Supra note１４，paras．３－４．

４９ Supra note ６，para．６７．

５０ Ibid., para．９１．

５１ Supra note１６，para．８９．

５２ Supra note１７，para．８０．

５３ The M/V “Saiga”（№２） Case, Judgment,

Separate Opinion of Vice-President Wolfrum,

paras．１１－１２．

５４ ある事件についての国際裁判の判決が国内裁

判の結果に影響を及ぼさないということと、一

度国際裁判で判決が出された案件が他の国際裁
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判で扱われるか否かということとは別個の問題

である。第２９２条３が条文上規定しているのは

前者であり、ITLOSが出す早期釈放事件の判決

は国内裁判所の判決に影響を及ぼさないという

ことであると解される。

５５ J. G. Merrills, International Dispute Settlement

（ Fourth Edition），Cambridge University Press

（２００５），p．１２７．

５６ 山形英郎「国際裁判所の多様化」『国際法外

交雑誌第１０４巻第４号』（２００６年１月）４７－５５頁。

５７ Supra note ５，paras．５０－５１．早期釈放事案

で完全な検討がなされないとの趣旨については、

例えばモンテ・コンフルコ号事件判決でも繰り

返されている。Supra note ６，para．７４．

５８ The M/V “Saiga”（№２） Case, Judgment,

paras．２８－３０．

５９ Ibid., para．１６５．

６０ Supra note ５，para．７２．

６１ Supra note５８，paras．１３０－１３１．判決は、ギ

ニアが漁業や環境に関する利益に触れたことを

認めているが、ギニアの実質的な主張は公益の

下に経済活動を防止することができるというも

のであるとする。

６２ Ibid., paras．１３７－１３８．

６３ サイガ号（№２）事件判決では、サイガ号（№

１）事件判決で反対した多くの判事が賛成に

回った。サイガ号（№１）事件判決で反対した

判事は、セントヴィンセントが抑留の合法性を

争う代わりに誤って第２９２条の手続を開始した

と考えたとの指摘もある。Bernard H. Oxman

and Vincent P. Bantz, “The M/V ‘Saiga’（№２）”，

American Journal of International Law, Vol．９４

№１（January２０００），p．１４９．

６４ Supra note５８，para．１８０．

６５ サイガ号（№２）事件は、ITLOSに合意で付

託された事件である。合意付託であるから、早

期釈放判決で判断された事項も扱い得たと考え

ることも不可能ではないかもしれない。しかし

１９９８年の合意は、セントヴィンセントにより開

始された仲裁手続を ITLOSに移管するものであ

り、それ自体が紛争内容を規定しているもので

はない。

６６ 例えば、Robin Churchill, “Some Reflections on

the Operation of the Dispute Settlement System

of the UN Convention on the Law of the Sea

During its First Decade”, in David Freestone et

al．（eds．），The Law of the Sea Progress and

Prospects, Oxford University Press（２００６），p．

３９３．

６７ Shabtai Rosenne, “The Case-Law of ITLOS

（１９９７－２００１）：An Overview”, in Myron H.

Nordquist and John Norton Moore（eds．），Cur-

rent Marine Environmental Issues and the Inter-

national Tribunal for the Law of the Sea, Mar-

tinus Nijhoff Publishers（２００１），pp．１３２－１３３．

６８ １９９５年の準備委員会の案では、早期釈放の手

続は「D節 付随的手続」に含められていた。

Final Draft Rules of the International Tribunal

for the Law of the Sea, Articles８９－９３，LOS/

PCN/SCN．４/WP．１６/Add.１，at http : //documents

-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N９５/１２９/７４/img/

N９５１２９７４.pdf?OpenElement

６９ Supra note ５，para．５０．

７０ 緊急性という切り口で暫定措置と早期釈放事

案を共に論じるものとして、例えば Jean-Marc

Sorel, “Le Contentieux de l’Urgence et l’Urgence

dans le Contentieux Devant les Juridictions In-

teretatiques（C.I.J et T.I.D.M．）”，Hélène Ruiz

Fabri et al．（eds．），Le Contentieux de l’Urgence

et l’Urgence dans le Contentieux Devant les Ju-

ridictions Internationales : Regards Croisés, Pe-

done（２００１），pp．７－５５．

７１ P. Chandrasekhara Rao and Ph. Gautier（eds．），

The Rules of the International Tribunal for the

Law of the Sea : A Commentary, Martinus Ni-

jhoff Publishers（２００６），p．３２３．

７２ Supra note１３，paras．５７－５８．これに対しア

ンダーソン判事は、国内裁判が進行しているこ
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とを指摘の上、その結果を待つことは第２９２条

の目的を排することにはならないとする。The

“Camouco” Case, Dissenting Opinion of Judge

Anderson, pp．１－２．当初の被告フランスの主

張も二重訴訟の禁止（lis pendens）又は手続の

濫用に当たると指摘するものであった。但し、

この点については、そもそも第２９２条３は国内

裁判と国際裁判が同時並行で行われることを想

定しているとも考えられる。なお、カムコ号事

件判決が国際裁判と国内裁判の「二重訴訟の禁

止」について一般的な判断を下したのか、ある

いは第２９２条の下では時間的制約があるという

ことを指摘したに止まるのかということについ

ては議論が分かれるであろう。Yuval Shany, The

Competing Jurisdictions of International Courts

and Tribunals, Oxford University Press（２００３），

p．２４２．

７３ Bernard H. Oxman and Vincent P. Bantz,

“The ‘Camouco’”, American Journal of Interna-

tional Law, Vol．９４№４（October２０００），p．７１

９．

７４ Supra note５８，para．９７．

７５ Ibid., para．９８．ただし、判決は、これに続く

２つの段落で、仮にギニアが主張するように一

部の主張がセントヴィンセントの権利の直接の

侵害であるとしたとしても、ギニアと本事件の

自然人及び法人との間には法的な結びつき（ju-

dicial connection）がないとして国内的救済は不

要であるとも指摘する。このことを根拠とし、

国家への直接の侵害であるとの議論を退けつつ

も本件では国内的救済は不要とする意見として、

The M/V “Saiga”（№２）Case, Judgment, Sepa-

rate Opinion of Judge Chandrasekhara Rao, paras．

１３－１６．

７６ Supra note５８，paras．１７５－１７７．

７７ The “Grand Prince” Case, Separate Opinion

of Judge Treves, para．１． また、第２９２条の手

続を人についての外交的保護と同等にみなし得

る（compared）との見解もある。The “Juno

Trader” Case, Joint Separate Opinion of Judges

Mensah and Wolfrum, para．１０．

７８ A. O. Adede, The System for Settlement of

Disputes under the United Nations Convention

on the Law of the Sea, Martinus Nijhoff Pub-

lishers（１９８７），pp．５９－６０，pp．１６０－１６２；Ro-

senne et al．（eds．），supra note ７，pp．６７－６８．

７９ The M/V “Saiga”（№２）Case, Order, Request

for Provisional Measures, Separate Opinion of

Judge Laing, para．９．

８０ 本稿の扱う範疇を超えるが、合理的な保証金

等の額の算定に当たって関係する要素について

は、網羅的ではないものの、犯されたとされる

罪の程度、抑留国の法により課されたか課され

得る罰、抑留された船舶の価値、押収された貨

物の価値、抑留国により課された保証金の額及

びその形態が含まれるとされている。Supra note

１３，para．６７．国際法上の合理的な保証金等の額

の算定に未執行の国内法上の規定が影響を与え

るのは興味深い。理論的には、同じ船で同じ違

法操業を行っても、異なる国内法を有する沿岸

国で拿捕されれば、国際法上、釈放に要する合

理的な保証金等の額は異なる場合もあり得るの

かもしれない。

８１ The “Monte Confurco” Case, Declaration of

Judge Vukas.

８２ The “Volga” Case, Declaration of Vice-

President Vukas, paras．１－１０．

８３ The “Monte Confurco” Case, Dissenting Opin-

ion of Judge Anderson, note １．

８４ Article８（６），Resolution on the Internal Ju-

dicial Practice of the Tribunal（２７ April２００５），

ITLOS／１０．

８５ David H. Anderson, “Deliberations, Judgments,

and Separate Opinions in the Practice of the In-

ternational Tribunal for the Law of the Sea”, in

Myron H. Nordquist and John Norton Moore

（eds．），Current Marine Environmental Issues and

国 際 協 力 論 集 第１５巻 第１号５２



the International Tribunal for the Law of the

Sea, Martinus Nijhoff Publishers（２００１），p．６９．

８６ Case Concerning Land Reclamation by Singa-

pore In and Around the Straits of Johor, Award

on Agreed Terms，１ September２００５，at http :

/ / www . pca-cpa . org / ENGLISH / RPC / MASI％２０

Award.pdf

８７ 早期釈放事案を提起しておきながら訴訟手続

の延期に応じることは、本当に船舶及び乗組員

の「早期」釈放を求める意思があるのか疑問を

持たれる危険性もあろう。

８８ これまで ITLOSの事件で扱われた船舶のほと

んどは南氷洋のオヒョウの一種の IUU漁業に関

係することが疑われた事例であり、スペインと

の関連性が疑われているとされている。河野真

理子「国連海洋法条約の義務的紛争解決制度に

関する一考察」島田征夫他編『国際紛争の多様

化と法的処理』（信山社、２００６年）１８６－１８７頁。

８９ Supra note７１，p．３０９．

９０ コット判事は、第２９２条の下での手続で、弁

護士の代理人が旗国の当局と必ずしも連絡を密

にしていないことを指摘する。The “Grand

Prince” Case, Declaration of Judge ad hoc Cot,

paras．９－１５．同種の懸念を表明するものとし

て、P. Chandrasekhara Rao, “The International

Tribunal for the Law of the Sea : An Evalu-

ation”, in Nisuke Ando et al．（eds．），Liber Ami-

corum Judge Shigeru Oda Vol．１，Kluwer Law

International（２００２），p．６７３．

９１ カムコ号事件及びモンテ・コンフルコ号事件

について、旗国が自国への船舶登録に伴うサー

ビスの一環として代理人への授権証明を発給し

ていることが窺えるとする指摘もある。青木隆

「海洋紛争の解決」国際法学会編『日本と国際

法の１００年 第３巻 海』（三省堂、２００１年）２５

９頁。

９２ The “Grand Prince” Case, Dissenting opinion

of Judges Caminos, Marotta Rangel, Yankov,

Yamamoto, Akl, Vukas, Marsit, Eiriksson and

Jesus, para．１６．
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Prompt Release Cases of Vessels
and Their Crew before ITLOS :

How to Resolve Disputes in Appropriate Forums

HAMAMOTO Yukiya＊

Abstract

The article analyses the jurisprudence of the International Tribunal for the Law of

the Sea（ITLOS）on prompt release of vessels and crews under the UN Convention on

the Law of the Sea（UNCLOS）．The characteristics of judgments are：（a）judgments

are rendered in short time；（b）judgments in their “operative provisions” find whether

the allegation made by the Applicant that the Respondent has not complied with UN-

CLOS is well-founded；（c）the scope of prompt release cases is in principle limited

to the question of release；（d）although the jurisprudence does not decide whether

prompt release cases can be submitted in cases of violation of provisions other than

articles７３，２２０ and２２６，restrictive interpretation of article２９２ may result in a situation

in which ITLOS has to decide on the legal nature of events leading to detention not-

withstanding article２９２（３）；（e）there are possibilities of merits to be submitted to

other international courts and tribunals；（f）there is no need to exhaust local remedies

for the prompt release proceedings.

The article further analyses points to be born in mind in instituting prompt release

cases. As the subject matter of prompt release cases is limited, it may not be appropri-

ate to submit a combined dispute encompassing prompt release issues and other legal

issues. Prompt release disputes inevitably involve natural and judicial persons. Persons

with will to observe law, as opposed to those involved in intentional illegal fishing,

may not wish to confront with coastal States before international tribunals. Flag States

may also face a dilemma that, when detained vessels are found guilty in domestic pro-

ceedings, they may be accused of not fulfilling their obligation to exercise effective ju-

risdiction and control over the vessels.

＊ Principal Deputy Director, Service Trade Division, The Ministry of Foreign Affairs.
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